【確認申請（建築物）受付時チェックリスト】

	建築基準関係規定などに基づき下記事項を確認しました。
	設計者又は代理者　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

(建築士事務所名)

(氏　　　　　名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


※　図書又は図書相互における不適合又は不整合、または規則第1条の3における「図書の種類」もしくは「明示すべき事項」

の漏れ等がある場合は、受付できないことがありますので十分ご注意ください。
【これらの内容の正式な審査は、受付後に行われます。】
■　提出前の再確認【内容確認の上、各欄にレを記入して下さい】
	
	項目

	□
	図書相互の整合性がとれている。

（許可申請図書などと確認申請図書、意匠図と設備図、意匠図と構造図、構造図と構造計算書などの図書相互間）

	□
	規則第1条の3に規定する「図書の種類」が全てそろっている。

	□
	規則第1条の3に規定する「明示すべき事項」が全て記載されている。

	□
	建築基準関係規定に基づく許可等は全て取得されている。

（確認申請書の記載事項が許可等の内容と一致しない場合は、変更手続きが完了している。）

	□
	新座消防署との事前調整が済んでいる。（一戸建て住宅以外の場合）


■　受付時の確認事項
１　添付書類の確認【添付されている書類にレを記入してください。】
	規則で定める書類
	確認事項

	□
	確認申請書
	各様式による書類が添付されている。

	□
	建築計画概要書（１部）※

※一戸建ての住宅及び一定規模の兼用住宅の場合は２部
	

	□
	建築工事届（１部）
	

	□
	規則第１条の３第１項表４の認定書の写し　□非該当　□添付不要
	認定データベースに未登録なもの。

（別添も含む。）

	□
	認定型式の認定書の写し　　　　　　　　　　　　　　□非該当
（法第68条の10第1項の認定部分を有する場合）
	認定書の写しが添付されている。

	□
	認証型式部材等に係る認定書の写し　　　　　　　　　□非該当
（法第68条の20第1項の認証型式部材等を有する場合）
	

	□
	法第68条の26に規定する構造方法の認定に係る認定書の写し

□非該当　□添付不要
	認定データベースに未登録なもの。

（別添も含む。）

	上記以外の添付書類
	確認事項

	□
	工場に関する調書　　　　　　　　　　　　　　　　　□非該当
	新座市建築基準法施行細則第７条による様式が添付されている。

	□
	危険物に関する調書　　　　　　　　　　　　　　　　□非該当
	

	□
	浄化槽に関する調書　　　　　　　　　　　　　　　　□非該当
	

	□
	不適格建築物に関する調書　　　　　　　　　　　　　□非該当
	


２　設計者等の記載・資格等の確認【必要な確認事項にレを記入してください。】

	確認事項
	適用
	備考

	□
	委任状が添付されている。　　　　 □非該当
	代理者
	確認の申請を代理者に委任する場合のみ。

	□
	委任状と申請書第２面（建築計画概要書第一面、以下同様）の記載内容が整合している。
	
	

	□

□

□
□
	建築士免許証等　　　　　　　　　 □非該当
・建築士免許証の写し　　　　　　 □添付している

・構造設計一級建築士免許証の写し □添付している　□関与不要

・設備設計一級建築士免許証の写し □添付している　□関与不要
・建築士免許証等と申請書第２面の記載事項が整合している。

（代表の設計者は、申請書第１面、設計図書も含め整合している。）
	設計者
工事監理者
	設計者又は工事監理者が建築士である場合のみ。

	□
	工事監理者・工事施工者が記載されている。

（未定の場合、未定と記載されている。）
	工事監理者

工事施工者
	未定の場合、工事着手前に工事監理者・工事施工者決定報告書を提出すること。

	□
	建築士法第３条、第３条の２、第３条の３に規定する建築物に応じた設計または工事監理の資格がある。　　　　　□非該当
	設計者

工事監理者
	※左記資格要件を満たしていない場合受付不可。

	□
	「建築設備の設計に関し意見を聞いた者」が記載されている

（申請書第2面）。　　　　　　　　　　　　　 □非該当
	建築設備の設計に関し意見を聴いた者
	建築士法第２０条第５項（建築設備士）に規定する場合のみ。

	□
	申請書第１面および正本に添付された設計図書（構造計算書及び基礎・地盤説明書は表紙のみ）の全てに記名・押印がされている。
	設計者
	申請書第一面は記載が自署の場合のみ押印省略可。


３　正本及び副本の整合性の確認【レを記入して下さい。】

	□
	正本　　1通
	確認事項

	□
	副本①　1通
	正本と整合性がとれている。

	□
	副本②　1通(構造計算適合性判定を要する場合のみ)
	


４　構造計算適用等の有無【該当項目にレを記入してください。】
	
	
	確認事項
	備考

	□
	構造計算無
	仕様規定に適合している。
	令第３章第１節～第７節の２

	□
	構造計算有
	構造上の特徴、構造計算方針、適用する構造計算、使用するプログラムの概要及び構造計算書の構成が分かる目次が明示されている。
	規則第１条の３表３における留意事項「その他の構造計算の構成を識別できる措置」による。

	□
	構造計算の安全証明書の写し　　　　　　　　　　　　
	意匠との面積・高さ等の整合、構造計算の種類等　　　□非該当
	建築士法第２０条の２第１項又は第２項の規定の適用がある場合は添付不要。

	□
	基礎・地盤説明書の添付
	□要　　接地圧の検討をしている。

□不要
	構造計算書無でも添付要の場合有。

	□
	構造計算適合性判定の適用
	□有　　□無
	法第２０条第二号イに規定する方法若しくはプログラム又は同条三号イに規定するプログラムによる計算である。


５　関係法令等の確認（一部抜粋）【該当項目にレを記入してください。】

	関係法令等

	□
	建築基準法　許可等　（法第　　　条）
	□非該当

	□
	埼玉県建築基準法施行条例　認定等（条例第　　　条）
	□非該当

	□
	建築基準法の道路種別の判定、位置・幅員の確認
	

	□
	用途地域等都市計画に基づく制限の確認
	

	□
	下水道処理開始区域
	□非該当（　　　　　　　　　　　　　）

	□
	バリアフリー法、埼玉県バリアフリー条例
	□非該当

	□
	新座市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例
	□非該当

	□
	新座市斜面地建築物の構造の制限に関する条例
	□非該当

	□
	道水路占用許可
	□非該当

	□
	開発許可（都計法第２９条）
	□非該当

	□
	制限解除通知（都計法第３７条）
	□非該当

	□
	市街化調整区域内建築許可（都計法第４３条）
	□非該当

	□
	都市計画施設内等における建築許可（都計法第５３条）
	□非該当

	□
	
	

	□
	
	

	□
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